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生産価格と価値法則

金 子 甫

1 

利潤率均等化法則のもとでは，諸生産物は，価値どおりにではなくて，生産

価格どおりに，したがって異なった諸価値をもって，交換または販売される。

そして，乙のばあいの諸価値の違いは，剰余価値率が共通であれば，諸資本の

有機的構成の違いによってだけ規定される。すなわち，生産価格としてはひと

しい (1: 1である）生産物I （生産手段）と生産物IlC消費手段）とが価値

としてはy:x=l:fの比率陥るとすれば，との比率三は諸資本の有機的
y 

構成（主＝f1，四＝f2）と剰余価値率（些＝型＝r）とによって次のように決定
C1 Cz V1 Vz 

される。 （こ乙では，単純再生産および社会的生産の二部門分割を前提し，ま

た固定資本の問題は捨象する。）

三＿ gz-f2g1＋ν（g2-f2g1)2十4f1g1g2
y 2g1 

ただし， g1=1+(1+r)f1,g2=1+(1+r）ら

または，王＝ 1＋血ゴ弘主二d ただし， r-p>O （出
g1 

（注）以上については，拙稿「生産価格表式について」『経済論究J第9号， 2-6頁

を参照して頂きたい。なお，そζで示されているように， pは平均利潤率であって，諸資

本の有機的構成によって決定される。また，そ乙では， 「価値としてはひとしい…生産

物I…と生産物E…とが，生産価格としてはx:yの比率にある」 (2頁）と仮定され

ているが，乙の仮定は，上に述べたような「生産価格としてはひとしい…生産物I・"c
生産物E…とが価値としてはy:x…の比率にある」いう仮定を言いかえたものにすぎ

なし、。

したがって，諸資本の有機的構成のうちのどちらかがヲリ高いかという ζと
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によって， Eが1より大きいかまたは小さいかということが決定される。
y 

f2-f1>0，すなわち一〉ならば一＞ 1
f1 f2 { 1 1 X 

1 1 
f2 fi = 0，すなわちζ＝瓦ならば子＝ 1

1 1 y 0主）
f2-f1くO，すなわ杭くーならばーく1

-f1 f2 ↑ 

（・注L前掲拙稿， S頁を参照。 ζの関係は，生産価格表式をどのように定めるか，すな

わち，三をど、のように計算するかということにはかかわりなく成りたつ。例えば，三向、、“ ι

手lj潤率の式P＇＝＝一一 m1+m2 をそのま土で計算の基礎とすれば（｝嘘村信三郎氏持
1 +c2 +v1 +v2 ο、

f再生産論』 140頁を参照〉，竺は次のようになり，このばあいにも，上の関係が成り
y 

7こつτいるの7である。

主＝ 1＋てぜ乞三hl
Y (l+f2)g1 

なぜならば， ζのばあいには，次のような生産価格表式が与えられている。

｛工 C1十＂1叫 1十昨（山門）

JI_. C2十v2+P’（c2十v2)=(c2 +v2十m2)Y

すなわち r(i+p’） (c1 +v1) = (c1十V1十m1)x

l(l十p’）(c2+v2) = (~ +v2 +m2)Y 

主＝主1土~1)_(9d主主土旦耳）＝旦士_f_tl豆2
Y (c2+v2) (c1+v1+m1) (l+f2)g1 

ここから，上の式が導き出される。

すなわち，生産物Iと生産物Eとが同じl生産価格をもつものとして交換され

るぱあし、，資本Iの有機的楕成（f1）が資生Eの有機的1蕎成（f2）よりも高ければ

（主〉子）生産物Iの価値（w）は生産物Eの価値（←w）よりも小さいし（二
X 

I1 Iz y y 

I I X 
>w），低ければ（子く子）大きい（~w<w）。両資本の有機的構成がたがいに

I1 12 Y 

ひとしい ct=t＞ばあい聞け，生産物Iの価値と生産物Eの価値とはたが

いω としい令＝W）。

基本的二部門分割について示した乙のような関係は，一般に（多部門分割に

ついても）成りたつものと考えなければならない。社会的総生産が，生産手段
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の生産部門Xと労働者用消費手段の生産部門Yとを含む一定数の諸生産部門に

よって営まれているものとする。そのうちから自由に選んだこつの部門λ.B 

のそれぞれの生産物A,Bについて，生産価格としてはひとしい（ 1 : 1)諾量を

もっA,Bが価値としてはb:a=l・旦の比率にあるものとすれば，乙の比"b ’ 

率tは諸資本の有機的構成（いわいけはって次のよう同定される。

a (fB-fA) {~; Cl+ r）ー 1}
（注 l)

て＝ 1+ 一
（言＋fB)gA

X .（注2)乙乙で， （ー＋ fii)gA>O，一(l+r)-1>0 であるからy 

L=-1 a { f -f >0 すなわち 瓦ならば b>l

1 1 a 
fB-fA= Q，すなわち一＝ーならば一＝ 1fA f B b 

1 1 a （注3)
fB-fAくO，すなわちーfAくーfa ならばーく1

（注1）なぜならば，生産価格としては 1: 1であるAとBが価値としてはb:aであ

るとすれば，価値としては1: 1であるAとBは生産価格としてはt:-! = a : 'bであ

るととに芯り，したがってまた価値として怯 WA : waであるAとBは生産価格占して
はWAa: WB  bである乙とになるから，次のような生産価格表式の一部分が与えられる。
（ζのような表式の根拠については，前掲拙稿， 2-4頁を参照。）t・ 山（CA…吋＝（…A+mA )a 

B. (l+p)(csx+csy)=(ca十va+ ms )b 

乙乙で，~＝fA, l+(l+r)fA =gA, ~=fa, l+(l+r)fs =ge とすると，CA CB 

aー（CAx+vA y) (cs +vs + ms ）一（x+fAy)ga 
b (cs x+vs y) (cA十VA+mA) (x+fa y)gA 

とこから，上の式が導き出される。

（注2）なぜならば，（l+p)(cxx十vxy) = (cx +vx +mx )xから

主＝_l_土丘一＞」：＿＿ －．主（l+r)>l
l十r-..f!...- l+r ・ y 

予（l+r)-1>0

IX 

（注3）ζの関係も，生産価格表式をどのよう国めるか，すなわちtをどのように

算するか，という ζとにはかかわりなく成りたつ。例えば，二部門分割のときと同じよ
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うに，平均利潤率の式 P＇＝一一日土旦之ーーに示される関係をとれば，三は次のよう
C1十cz+v1十Vz

になり， ζ 乙でも上の関係が成りたっているのである。

豆＝ 1 +-ti主ゴ土）
(l+fs g. 

なぜならば，とのばあいには，次のような生産価格表式の一部分が与えられている。

（山）(CA刊）= (CA十VA+mA )a 

(1十p’）(ca十 vs)=(cs十 va+ma )b 

．豆＝包土旦：」CB十va+ma ）＝旦土主~
b (ca十vs)(cA+VA+mA) (l+b)gA 

乙乙から，上！と示した式が導きだされる。

すなわち，すべての種類の諸生産物のうちから自由に選んだ二種類の諸生産

物A,Bが生産価格どおりに交換されるとすれば，資本Aの有機的構成（fA）が

資本Bの有機的構成制よりも高いか（去＞去）または低いか（去く士）に

じて，このぱあいの生産物Aの価値同は生産物Bの価値（wa=fwA）より

a 
も小さいか（－WA>WA）または大きいか（－WAくWA）である。資本Aの有機

b 

1 1 
的構成と資本Bの有機的構成とがたがいにひとしい（五＝瓦）ばあいにだけ，

a 
生産物Aの価値は生産Bの価値にひとしい（－WA=WA）。一般に，資本の有

b 

機的構成がヨリ高い方の部門で生産された生産物は，自分の価値よりも大きな

価値をもっ他方の生産物と交換される。両資本の有機的構成がたがいにひとし

いばあいにだけ，両生産物は価値どおりに交換される。もし，諸生産物が価値
（注）

どおりに交換されることが価値法則であるとすれば，価値法則は例外的なばあ

いにだけ通用する。

（注）ベーム・パヴェJレクは言う。 「それヒ価値法則の内容ー引用者〉ほ，諸商品がた

がいにそれらに体化された社会的に必要な平均労働の割合にしたがって交換されること

を意味する……。」（Eugenvon Bohm-Bawerk, Zuro Abschluj1 des Mar玄schen

Systems, BOhm-Bawerks Kleinere Abhandlungen iiber Kapital und Zins, 

Gesammelte Schriften, Bd. Il, 1926, S. 328.〕価値法員uをこのようにとらえるかぎ

り， 「ひとしい利潤率は，いわゆる価値法則が妥当しないばあいにだけ，また妥当しな

いからこそ成立することができるJと結論するほかないのである（Vgl. ibid., ss. 

343-344.）。
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乙のような交換関係は，生産物の種類にはかかわりがないのであるから，金に
（注1)

ついてもあてはまるのである。金が貨幣として現われても金の価値が労働によ

る価値規定の法則に従うように，金が貨幣として現われても金生産部門の資本

は利潤率均等化法則に従っている。すなわち，生産価格のもとでは，自由に選

ばれたある部門（N）における資本の有機的構成が金生産部門 CG）における

資本の有機的構成にひとしくないならば，乙の部門Nの生産物Nはその価値に

はひとしくない価値をもっ金と交換される。ある生産物Nが，その価値にひと

しい価値をもっ金と交換されるのは，すなわちある生産物Nが価値どおりに売

られるのは，資本Nの有機的構成が資本Gの有機的構成にひとしいためであ

って，資本Nの有機的構成が社会的総資本の有機的構成にひとしいためではけ

っしてない。資本Nの有機的構成が社会的総資本の有機的構成lとひとしいばあ

いには，資本家Nは，社会的総資本家と同じように，自分の生産部門で生産さ
（注2〕

れた剰余価値を（そのままの大きさで）収得する。 「中位的構成の部面の生産

物」は，価値どおりには売られないが， 「その現実の価値で売られるのと同じ

乙とが実際上行われるわけである。」（『資本論.iBd. ][, S234.岩波文庫版（8)376頁）

（注1）乙乙では，もちろん，金生産における土地所有の問題は拾象している。

（注2）ある部門の利潤が社会的総利潤の中に占める割合は，その部門の資本家lζよつ

て消費手段の形で実際iと収得される剰余価値が主土会的総剰余価値の中に占める言罰j合を示

している伺掲拙稿，鴎一1唄を参照）。もし資本Nの有機的構成（~＝fN) が社会的

総資本の有機的構成（~＝川

が社会的総利潤 p(C玄＋Vy）の中i乙占める割合は，したがって部門Nの資本家によって

収得される剰余価値が社会的総剰余価値Mの中に占める割合は，部門Nで生産された剰

余価値 ffiNが社会的総剰余価値Mの中に占める割合にひとしい。

VN (f--'玄＋y)
p（印玄＋vNy) - CN x+vN Y一 、fN ＝主＝主主主＝竺竺

ρ（Cx+Vy) 一一石平V子一一 v(.Lx+y) V rV M 
fw 

また，前と同じように，平均利潤率の式p＇＝一旦ーを基礎としても，同じことにな
c+v 

る。
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乙のように，どんな種類の生産物でも，それが生産される部門の資本の有機

的構成と金生産部門の資木の有機的構成とがたがいにひとしくなければ，その

生産物の価値とその生産物の価格となっている金量の何値とはひとしくはない

のであるから，社会的総資本の有機的構成と金生産部門の資本の有機的構成と
（注1)

がたがいにひとしくなければ，社会的総生産物の価値と社会的総生産物の価格
（注2〕

として表象イじされた金量の価値とはたがいにひとくしはない。 （この総生産物

が金自身を含むものとしても含まないものとしても，このことに変りはない。）

総生産物の価値と総生産物の価格となっている金量の価値とがいたがにひとし

いのは，社会的総資本の有機的構成と金生産部門の資本の有機的構成とがたが
(1主3〕

いにひとしいという特殊なばあいだけであるコ

（注1）リカードーが， 「労働の仙値の変動が金の生産価格におよ！ます；i響について」

（『剰余侃値学説史J国民文庫版（2)65頁。力点は引用者）論じたとき， 「金は，その生

産」三使用される二種の資本の比率が，大多数の商品の生産に使用される平均量に最もち

かい商品であると考えられないであろうか？」 （リカードー『経済学及び課税の原理J
岩波文庫版（上） 65頁。 「剰余仙値学説史」向上頁に引用）と述べたのにたいして，マ

ルクスは， 「－－諸商l日と比較しての，金における固定資本と流動資本とのなんらかの相

対的く組合せ＞によって，いかに違いが生じうるかは，絶対に無視すべきではない。」

（向上， 67頁。く組合せ＞はカウツキーの挿入）と述べている。なお，ここでは，固定

資本と流動資本という「二種の資本の比率」は，不変資本と可変資本との比率すなわち

資本の有機的構成の，リカードーによる不正確な表現である。

（注2）ボルトキエヴィッチは言うの 「総価格 が総価値を越えるということは，価値

および価格の尺度として用いられている財貨がとり山される生産部門Eが，相対的に低

い資本の有徴的構成を示しているということから生ずふ」 (Ladislaus von Bort-

kiewicz, Zur Berichtigung der 1?:t11ndlegende11. th巴oretischenKonstrul王tion

. v.on Marx im dritten Band des ,,KapitalぺJahri;iicher fi.ir N ationaliikono-

mie und Statistik, Bd. 34, 1907, S. 3ヨ4.)

（注3）総生産物の「価格」 Wα もまた， 個別的生産物のばあいと同じように，総資

本 Cx+Vyにたいして平均利潤 p(Cx+V討をもたらすものとして表わすことができ

る。すなわち，

(l+p)(Cx+Vy)=Wα 

人（ 1 +p) (x+fwy) =gwα，ただし gw=1 + ( 1 +r)fw 

したがって，総生産物の価格となっている金量の価値Weは，総生産物の価値Wにた

いして次のような比例関係にある。 （計算方法は，前の生産物A, Bのばあいと全く同

じであるから，省略する。）
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WGS=Wα 

m _ (fo-fw)l~ ( l+r)-1~ 
竺三＝竺＝ 1+ 一一一一一ー一二一一一一一一＿＿＿＿！＿＿・w s 

gw（子十fo)

また， p＇ニ~したがって表式（ 1 +p') (C ＋門α（ただし， H を前提

すれば

_Vj__G_ = _ci_ = 1十三笠仁三て竺）
W /j ( 1十fc)gw 

したがって，ある商品と貨幣商品とが価値どおりに交換されること，すなわ

ちある商品が価値どおりに売られること，または，ある商品の価値とこの商品

の価格となっている貨幣商品量の価値とがたがいにひとしくなる乙とが，価値

法則または価値法見ljの貫徹形式であるとするならば，価値法則は，利潤率均等

化法則のもとでは，「個々の商品については妥当しなくなるJばかりではなく，
〔注）

社会的総商品についても妥当しないのである。

（注） 「・・商品は価値物として生産せろれ価値どおりに先られるという価値法則は，個

々の商品については妥当しなくなる。しかしながら，社会の全体をとってみれば，各生

産物の生産価絡の総和ーは，その価値の総和ーと一致する。だから，商品は価値どおり

に生産され，実現されるという法則は，平均利潤の法則の支配下においても，社会的総

商品については妥当する。」 （越村信三郎氏著「再生産論』 176頁）

「－－－今や価値法則は，商品個々については価値と価格との現実的分離を必然化しなが

ら，全体としては価値よ価格とが一致するという，特殊な様相をもって貫徹するわけで

ある。 J（吉村達次氏「再生産の法則と利潤率均等化法則」『経済論叢」第82巻第6

サ， 25頁）

「社会の生産物全休についてみれば，いぜんとして，平均利潤の合計は剰余価値の合

計にひとしく， t~'.l産価格は総価値iとひとしい，という形で価値法則は貫徹している。

しかし，個々の部門，個々の商品種類についてみるならば，右のような重大な変更が価

値法則の上に生じているのである。」 （林直道氏「平均利潤率の法見IJと景気循環J 「経

済学雑誌』第40巻第5号， 44頁）

「生産価格」が価値と量的に比較されているかぎり， 「生直価格jとは何か
（注〉

の価値にほかならない。しかし，何の価値であろうか？「生産価格」が，商品

の価格となっている貨幣商品量の価値を，，：JI!,¥えするならば，貨幣商品の生産部問
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における資本の有機的構成がある商品の生産部門における資本の有機的構成に

ひとしくないかぎり，ある商品の「生産価格」はその商品の価値にひとしくは

ない。との乙とは，個別的商品についても社会的総商品についても同じであ

る。社会的総資本の有機的構成と貨幣商品生産部門の資本の有機的構成とがた

がいにひとしくないかぎり， 「総生産価格」は総価値にはけっしてひとしくな

い。しかし，ある部門で生産された剰余価値と，諸取引の結果その部門の資本

家にたいして分配される剰余価値とが一致するかと、うかは，ある部門における

資本の有機的構成が社会的総資本の有機的構成に一致するかどうかにかかって

いる（5頁参照）。したがって，個別的商品の価値とその「生産価格」とはそ

の個別的生産部門における資本の有機的構成が中位的でなければ一致しない

が，社会的総商品の価値とその「生産価格」とは諸資本の有機的構成にはかか

わりなくつねに一致するということが確かであるとすれば，このばあいの「生

産価格」は「資本価値プラス分配された剰余価値」にほかならない。しかし，

分配された諸剰余価値の総量は，生産された諸剰余価値の総量と同じものであ

る。したがって，このばあいには， 「生産価格」の総量もまた商品価値の総量

と同じものである。だから，諸資本の有機的構成の違いにはかかわりなく「総

生産価格」は総価値にひとしいという乙とは，それが事実上は同義反復である

かぎりで成りたつのである。

（注）総価格が総価値lとひとしくない，とボルトキェヴィッチが述べた（6頁注2参照

）ととを批判する人たちも，この点をはっきりさせていないように思える。 （ボ、Jレトキ

エヴィッチをめぐってのとの問題については，男lj稿を用意している。）

2 

マルクスは言う。

「…すべてのあい異なる生産部面の利潤の総額は剰余価値の総額にひとしく

なければならず，また，社会的総生産物の生産価格の総額はその価値の総額に

ひとしくなければならない。」 （『資本論』 Bd.][, S.198.宕波文庫版（8)318頁）

マルクスはここで，社会的総生産物の価値と，社会的総生産物の価格となって

いる貨幣量の価値とを比較しているのではない。これらの諸価値は，貨幣商品生

産部門の資本の有機的構成が中位的でなければ，たがいにひとしくないことは

，すでに述べたとおりである。マルクスがここで言う「利潤の総額Jとは「各生産

部面における資本量の上にそれらの大きさに比例して分配された剰余価値の総

量以外の何ものでもありえない」 （向上， Bd.][, S.199. (8) 320頁。力点は引用者
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）のであるから，彼がこ乙ではじめに比較しているものは，生産された総剰余

価値と特定のしかたで分配された総剰余価値，すなわち異なる分割をうけた同

一物にほかならない。また，マルクスによれば，生産物の価値とその生産価格と

の違いは，生産物とともに生産された剰余価値とその生産部面の資本家が実際
（注1)

i乙収得する剰余価値との違いにだけもとずいているのであるから，社会的総生

産物の総価値とその総生産価格との違いも，乙乙では，生産された総剰余価値

と分配された総剰余価値との違いにだけもとずいている。したがって，マルク

スがここで二番目に比較しているものは，生産された総生産物の総価値と，そ

のうちの総剰余価値にあたる一部分が再分割された乙の総価値，すなわちやは

り異なる分割をうけた同一物である。しかし，同義反復になるようなこれらの

比較において実際に強調されているととは，生産価格関係の本質が，与えられ
（注2)

た社会的総剰余価値の特定の分配関係にほかならないという乙とである。

（注1) 「…あい異なる諸生産部面の資本家たちは，彼らの商品を売ることにおいて，

これらの商品の生産にさいして消費された諸資本価値を回収するのではあるが，彼ら

は，彼ら自身の部面でこれらの商品の生産にさいして生産された剰余価値したがって利

潤をとり出すのではなく，ただ，一括された一切の生産部面における社会の総資本によ

って所与の一期間内に生産される総剰余価値または総利潤のうちから，均等な分配によ

って総資本の各可｜徐部分に割当忍だけの剰余価値したがって利潤を収得するだけであ

る。」 （同上， Ed.][,S.183. (8) 294頁。力点は引用者）

（注2) 「すべての商品のこれらの生産価格を合計すれば，その総計はそれらの商品の

価値にひとしいであろう。同じように総利潤は，乙れらの資本の合計がたとえば一年間

にうむ総剰余価値にひとしいであろう。…さまざまな生産部円での剰余価値が均等化さ

れたところで，この総剰余価値の絶対的大きさはす乙しもかわるもので：はなく，変るの

はたださまざまな生産部門へのその分配だけである。」 （『剰余価値学説史J国民文庫

版（2)51-52頁。力点は引用者）また，前掲拙稿， 19頁を参照。

諸生産物は，現実の各瞬間においては，諸資本の大きさには比例しない不均

等な諸剰余価値を諸資本家にたいして引きょせるような諸市場価格にもとずい

て，交換または販売される。しかし，このような各瞬間においても，分配され
（注）

た諸剰余価値の総額は生産された諸剰余価値の総額と同じである。 したがっ

て，諸平均利潤の総額が諸剰余価値の総額にひとしいように，不均等な諸利潤
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の総額も諸剰余価値の総額にひとしい。乙乙では，均等なまたは不均等な利潤

とは，いろいろの仕方で分配された剰余価値そのものにほかならない。諸剰余

価値の総額にひとしいかどうかという点では，諸平均利潤の総額と不均等な諸

利潤の総額とのあいだにはどんな違いもない。違いは，平均利潤自体と不均等

な利潤自体とのあいだにある。すなわち，総利潤がどのように分割されている

か，したがって総利調の実体である一定の総剰余価値がどのように分配される

か，という点に違いが生じているのである。

（注〉 「商品の費用価格をこえる商品価値の超過分は，直接的生産過程で生ずるのでは

あるが，それは流通過程ではじめて実現される。そして，乙の超過分が実現されるかど

うか，またどの程度に実現されるかは，現実においては．競争の内部では，現実の市場

では，市場関係にかかっているので，それはますます容易に，流通過程から生ずるかの

ような外観を与えられる。ー商品がその価億以上または価値以下で売られても，剰余価

値の分配の変化が生ずるだけであるという ζ と，また，乙の異なる分配すなわち種々の

人が剰余価値を分け取る割合の変化は，剰余価値の大きさにも性質にも何の変化も与え

ないという乙と，乙れについてはここでは論究を要しない。」 （『資本論』 Bd.]I, S. 

63.岩波文庫版（8)104-105頁。力点は引用者）

諸平均利潤の総額と不嗣等な諸利潤の総額とのあいだには違いがなければ，
（注〉

諸生産価格の総額と諸市場価格の総額とのあいだにも違いはない。総生産価格

が諸資本の有機的構成の違いにはかかわりなく総価値にひとしいとしたら，総

市場価格はつねに総価値にひとしい。乙のばあいには，総生産価格および総市

場価格は，総価値自体の異なった諸表現にほかならないのである。乙乙では，
（注）

諸価格の総額に変化が生ずるのではなく，個々の商品の価格に変化が生ずるの

である。また，個々の商品種類の生産量に，その単位価格の変化に対応した変

化が生じているのである。したがってまた，与えられた総価値の素材的諸形態

にたいする分割に，そして総価値の一部分である総剰余価値の分配に変化が生

ずるのである。

（注）現実の総市場価格（貨幣量）は，総生産価格（貨橋量）を中心として変動してい

るが，それは，価値の貨幣形態そのものにたいする需要と供給が価値の現物諸形態にた

いする需要と供給に対応して展開される，したがって信用も主役を演ずる，再生産の最



生産価格と価値法見Jj -11-

も具体的な変動過程である。だから，総市場価格の変動は当面の考察の対象iとはならな
し、。

以上のように，総価格が総価値にひとしいということは，総市場価格がつね

に総価値にひとしいということと共に，総価値が素材的な諸形態の上にどのよ

うに分割されても，また諸生産物が乙の分割の結果としてなんらかの割合で交

換されることをつうじて総価値がどのように分配しなおされても，総価値その

ものにはどんな変化も起らないという乙との諸表現としてだけ成りたつのであ

る。だから，総価格が総価値にひとしいというととが価値法則の貫徹形式であ

る（7～8頁参照） とすれば，価値法則の貫徹形式は，総価値が素材的な諸形態

の上にどのように分割されているかというととにはかかわりなく，どんな時に

でも実現している乙とになる。したがって価値法則は，労働の社会的性格とは

関係がない乙とになる。なぜならば，諸労働の社会的均衡関係は，諸価値の総

量にではなく，乙の総量の特定の素材的分割に反映されるのである。総価値

が，生産手段の形態と消費手段の形態とにたいして，（Ic+IIc):(Iv+Ilv+I 

m十Ilm）の割合で分割されている ζ とが，諸価値（IleおよびIv＋工m）の素材的
（注）

形態の転換が順調に行われて，総価値自体が再生産される条件になっている。

別の面から言えば，社会的総生産物を構成する生産手段と消費手段とが，価値

の点からみて乙のような割合で生産されている乙とが，諸生産物の交換をつう

じて社会的物質代謝が順調に行なわれ，その結果として社会的総生産物自体が

再生産される条件になっている。

（注） 『資本論』第2巻第20立を参照。特iζ，Bd.II, S. 405.岩波文庫版（＇／） 90頁。

諸労働の社会的均衡関係または諸労働の社会的性格は，総価値にではなく総

価値の特定の分割に反映され，また総価値の特定の分割は，総価格にではなく

個別的諸生産物のそれぞれについての特定の諸価格に反映される。総価格が総

価値iとひとしいという ζとは，諸労働の社会的関係にはかかわりなくいつでも

成りたつ同義反復的な表現にほかならないのであるから，総価格が総価値にひ

としいという形で価値法則が貫徹するのだとすれば，価値法則はどんな社会的
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（注）
機能をももっていない。価値法則が私的諸生産のあいだの社会的均衡すなわち

私的諸労働のあいだの社会的均衡関係を実現するという機能をもっているとす

れば，価値法則は，個別的諸生産物の特定の諸価格が実現するととをつうじて

だけ，すなわち個別的諸生産物がたがいに一定の比例関係をもって交換される

乙とをつうじてだけ，機能するのである。

（注〉吉村達次氏によれば，諸生産物が生産価格にもとずいて交換または販売されるな

らば， 「価値法則は・・全体としては価値と価格が一致するという，特殊な様相をもって

貫徹する」 （本誌7頁に引用）にもかかわらず，生産の社会的均衡ば実現しない。 「生

産価格による需給均衡の哀面には乙のような再生産の撹乱が潜んでおり，むしろ後者の

撹乱が前者の均衡条件でもあるわけである。」 （前掲誌， 32頁）

3 

価値法則が，私的諸労働のあいだの社会的均衡関係を実現するという，すな

わち私的諸労働の社会的性格をたもっという機能をもっているとすれば，価値

法則が，個別的諸生産物にたいしては妥当しないで，それちの総体にたいして

だけ妥当すると言う乙とは，社会的性格が，個別的諸労働にたいしては妥当し

ないで，そ；！｛らの総体にたいしてだけ妥当すると言う乙とと同じであるO しか

し，個別的諮労働がたがいに依存しあう社会的関係（したがって厳密な比例関

係）におかれているばあいにだけ，それらの総体は有機的なー全体としての社

会的総労働なのである。だから，実際lこは，価値法則が個別的総生産物にたい

しては妥当しないとすれば，社会的総労働が実現しないことに，すなわち社会

的生産が行われない乙とになる。だから価値法則は，個別的諸生産物にたいし
（注1〕

て妥当する乙とによってしか，機能することはできないのである。さらに，価

値法則が個別的諸生産物にたいしては妥当しないにもかかわらず資本主義的

（注2)
生産が行われると言うことは，諸労働の社会的性格が実現しないにもかかわら

ず社会的生産が行われると言う乙とと同じである。 ζ 乙では，物的生産におけ

る主体が，労働力ではなく，資本形態そのものであることが，事実上前提され

ている。 つ’
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（注1)吉村達次氏も，｛出店法則が「価値と価洛の無条件的一致J（前掲誌， 25頁）と

いう形で個別的諸生産物にたいしても妥当するととを，再4ミ産の条件とされている。た

だし， 「平均価格が生産価格に一致する」 （前掲誌， 32頁）という法見jがあるかぎり，

「価値と価格の無条件的一致」は平均としては実現しないのではあるが。

（注2）越村信三郎氏によれば， 「価値法則は個々の商品については妥当しない」とと

の結果として「価値体系のもとでの再生産の均衡条件は破れている」にもかかわらず，

「単純再生産はこのような生産価格体系のもとで，支障なく進行する。」 （『再生産

論』 135頁， 152頁，および「再生産と恐慌」「エコノミア』第16号， 13頁を参照）な

お，本誌17～18頁を参照。

マルクスは，諸労働の社会的均衡関係の反映である総価値の特定の構成を，

単純に，そのままの形で示した。すなわち，そこでは，価値と価格とが一致

することが前提された。しかし，利潤率均等化法則のもとでは，諸価格の変動

をつらぬく平均として実現するものは生産価格である。したがって，価値法則

が利潤率均等化法見IJのもとでも貫徹する之すれば，価値法則は生産価格の実現

という形でしか貫徹しない。価値法則は価値と価格が一致するという形でだけ
（注）

貫徹するのだとすれば，何値法則は手lj潤率均等化法見I］のもとでは全く貫徹しな

し、。

（注）ベーム・パヴ‘エJレクも，価値法則をζのようにとらえた（4頁注を参照）。価値

法則をとのようにとらえるかぎり，ベーム・パウ引エJレクにたいする反批判が有効になる

ことはできないように思える。

しかし，労働の社会的性格は，どんな形をとおしてでも貫徹する乙とは「自

然法則」である。そして，だがいに独立して営まれる私的諸労働の社会的関係

は，それらの生産物の交換関係を規制する形で，すなわち価値法則をつうじて

しか貫徹する乙とができないことは， 「資本論』 （特に，第 1巻第 1章第4節

「商品の物神的性格とその秘密J）において，基本的に証明されている。したが

って，社会的総労働を構成する個別的諸労働がたがいに独立して営まれている

かぎり，価値法則そのものは，どんな形をとってでも，完全に機能しないわけ
（注1) （注2)

にはいかないのであるから，全面的にも部分的にも変更されるとは言えないの

ではないだろうか？ 実際に変更されるのは，価値法則そのものではなくて，
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価値法則が貫徹する形式であり，またはこれらの内容と形式との関連について

のわれわれ自身の認識である。

（注1〕 「…社会的労働を一定の割合で配分する必要は，社会的生産の一定の形態によ

ってなくされるものではなくて，ただそのあらわれかたがかわるにすぎないことは自明

である。自然法J¥IJをなくすととはけっしてでないζ とである。いろいろの照史的状態に

つれて変化しうるのは，それらの法見ljがJ:ti飲される形態だけである。そして，社会的労

働の連日~lが個人的労働主｜産物の私的交放としてあらわれる社会状態においてζの労働の

比例的配分が貫徹される形態がまさしくこれらの生産物の交換価値なのである。 科学：

の本領は，まさにpζの価値法見IJがどのようにして貫徹されてゆくかを展開することにあ

る。」 （マルクス『クーゲノレマンへの手紙」 1868年7月11日付，国民文障版87-88頁。

力点、は原文）

(1主2) 「…Sf均利潤の法見ljのもとにおいて，価値法則および剰余価値の法則はある程

度変改されるが， ζれらの法別は全面的にその作用を停止するものではない。」 （越村

信三郎氏『再生産論』 176頁）

「…側々の部門，個々の陪l品種類についてみるならば，右のような重大な変更が価値

法員｜！の上に生じているのである。」 （林直道氏，本誌7頁に引用）

必要労働量にもとずく交換，いわゆる価値どおりの交換という形式は，価値

法則の機能そのものによって規定されるのではない。交換によって社会的物質

代謝が順調に行われる条件，すなわち素材的に見た単純再生産の条件は，両部

門の交換の結果として部門IIが価値 Ileの生産手段を得ること，そして部門E

が必要とする生産手段の価値ECが，部門Iが供給する生産手段の価値I(v十
（注1)

m）と一致するととだけである。生産子段についてのこのような需要と供給が

一致した（ I (v+m) =Ile）ばあいに，部門Eは価値Ileの生産手段のかわりにど

れだけC:rrc土α＝工作十m）±α ）の消費手段を部門 Iにたいして提供するか，すな

わち，部門Iは価値I(vトm〕の生産子段のかわりにどれだけ（工作＋m）土α）

の消費手段を部門Eから得るかということは，再生産の条件にはかかわりがな

く，諸資本の競争が展開する法員iJによって規定される。ただし，部門Iは少な

くとも価値Ivの生産手段を得ること，また，部門Eは少なくとも価値 Ilvの

消費子段を残しておかなければならないのであるから，部門Eは最大限として

価値JI(c十m）の消費子段を提供できることは，再生産の条件が規定する 2 すな



生産価格と価値法則 - 15ー
わち，とこでの交換の結果として部門Iが部門Eから受けとる消費手段の価値

II C工αすなわち I(v Im）±α は，物的再生産の条件だけによって規定され

るとしたち， IvからEc+Ilmまでの限界内で，すなわち Ivから IV十 Im 

＋豆町までの限界内で変動できる。そして，との価値EC土αまたは I(v+m) 

土αの変動は，直接lζ，部門Iが泊費手段の形態で受けとる剰余価値量 Im 

土αのOから Im I II mまでの限界内でω変動！と，また，部門Hの手lこ残され

る消費子股が休現する剰余価値量Ilm平αのJTm÷Imから 0までの眼界内で（注2)
の変動K，反映する。言いかえれば，乙の価値Ile土αまたは I(v+m）土αの変

動ば，社会的総剰余価値Im--: IImの分；！日lに，そしてこの分訓にだけ反映する

o !K"f1は， I苦労働のi司会的関係によって規定された物的:r1チヨミ産の条件を変兎す

るのではなく，逆に再生産の条件によって制限されるo iち~'J'H土，すでに生産さ
れた総剰余価値の分配を規定できるだけである。競争は，生産の均衡を媒介す

（注3)
るかぎりで，その独白酌な規定（総剰余価値の分配）を展開する。

（注1) 『資本論jBd. IT, S. 405.岩波文庫版（7)90頁を参照。
（注2)I vく Ile土αく Ile+]Im，および]Ic＝工作＋rn）から，

:. I vく Ile士α＜Iv+Im+Ilm，またIv<Iv+I m土αく Iv+Im+Ilm 
:. 0く Im士α＜Im+Ilm，また－ Im＜±αく Em :. Im＞平α＞ ]Im 
:.Im+Ilm>Ilm芋α＞0

なお， αが両部門で生産された社会的総剰余価値 Im+Ilmの一部分にほかならない
ことについては，前掲拙稿16-17頁を参照してj頁きたい。
（注3) 『資本論』 Bd.ill, ss. 936-937.岩波文庫版（11:445-446頁を参照。

したがって，素材的諸形態にたいする総価値の配分（総価値の素材的構成）は，

すなわち諸部門の生産量は，部門Iのv十mと部門Eのcとがたがいにひとしく

なる点にひきつけられながら動揺する。I(vィm〕＝ IICとして反映されるよう

な割合で総労働を諸部門に配分することが価値法則の機能である。 I(v+m)

とEcとがたたがいひとしくないならば， ζの不均衡は何れかの部門における

相対的過剰生産（他方における相対的過少生産）を意味し，したがって一定の交

換比率がみたされないので諸資本家は一定の法則が規定する正常な剰余価値畳

を収得しないということを意味するから，この法則（総剰余価値の分配を規定す
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る法則）が諸資本にたいして不均衡の解消を強制するのである。乙のように，価

値法則は，諸資本の競争のあり方によって規定される総剰余価値の分配の法則

に媒介されて機能する。すなわち，価値法則は，諸資本家が彼ら自身の生産部面

で生産された剰余価値を収得するという法則（それがあるとすれば）のもとで

は，価値どおりの交換という形で，また，諸資本の完全な競争が展開する利潤

率均等化法則のもとでは，諸資本の大きさに比例する剰余価値をひきょせるよ
（注）

うな価値比率（生産価格）での交換という形で，貫徹する。だが，価値法員lj

は，交換をどんな形で規制するにしても，松労働を同ーの割合で直己分し，諸労

働の同じ社会的関係を実現する。

（注） 「この分割が均衡的であれば，種々の諸生産物はそれらの価値で（さらに発展す

れば，それらの生産価格で）売ちれるか，または，乙れらの価値または生産価格の，一

般的な諸法則によって規定された諸変形である価格で売られる。それは実際，個々の商

品または物品に関してではなく，分業によって独立化された特殊な社会的生産諸部面の

そのときどきの総生産物に関して，自己を貫徹する価値の法則である。その結果，ただ

各個の商品にたいして必要労働時間だけが費やされているばかりではなく，社会的総労

働時間のうちから必要な割合の量だけが種々の群に費やされているととになる。」 （向

上， Bd.][, S. 685. (11)41頁。）

他方，吉村氏は次のように言われるが，そう言える根拠はないように思える。

「価値的に均衡条件がみたされているという ζ とは，諸生産物が価値lζ等しい市場価

格で，したがって，生産価格よりも，あるいは高くあるいは低い市場価格が，実現して

いるということをしめす以外のものではない。」 （「いわゆる『転形問題』の逆説」

『経済論叢』第83巻第6号， 17-18頁）

価値的な均衡条件が実現されたばあいに諸商品が価値どおりに売られるためには，諸

資本家が自分の生産部門で生産された剰余価値だけを収得するという法見lj，すなわち総

剰余価値が資本そのものに比例してではなく「可変資本」に比例して分配されるという

法則を，競争が展開しなければならない。

したがって，価値法則が個別的諸生産物にたいして妥当するかどうか（7～8頁

参照） ということが価値法則の機能にかかわりがないのではなく，諸生産物が

価値どおりに交換または販売されるかどうかという乙とが価値法則の機能その

ものによっては規定されないのである。価値法則そのものはけっして変更され

ないが，価値法則の貫徹形式は，価値どおりの交換から，生産価格どおりの交
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換したがって具なった諸価値での交換に，変更される。したがって，価値どお

りの交換または販売という価値法則の貫徹形式は，部分的に変更されるのでは

なしむしろ全面的に変更されるのである。利潤率均等化法則のもとでは，価
（注1)

値法則はこのような本源的形式ではけっして現われない。したがって，価値も

本源的な形式ではけっして現われなし、。諸生産物の交換は価値どおりには行わ

れないのであるから，乙のばあいの平均的な交換価値は，価値そのものとは質
（注2)

的に異なるー形態（生産価格）を現わしている。すなわち，ここでひとしいも

のとして置かれている諸量は，価値そのものとは異なる質を表示している。そ

れとともに，あちゆる現象は全面的に変更されている。

（注1)たとえば林直道氏が，次のように言われているのは正しくないように思える。

「…本源的な形のままの価値法則はただ社会の総生産物をとってみた場合にしか現われ

なくなった。」 （前掲誌， 84頁）

（注2) 「競争においては，価値ではなく生産価格が，市場価値の規制者として，いわ

ば内在的価格として一一商品の価値として，あらわれる。」 （『剰余価値学説史』国民
文庫版（2)122頁）

本源的な価値および本源的な価値法J:lljにおいては，諸労働の社会的関係が，

対象的形態においてではあるが，同ーの形で（同一の比例的関係として）反映さ

れている。労働の均衡的な配分は，価値そのものの均衡的な配分として現われ

る。とこでは，労働力そのものが生産における主体として現われているのではな

いが，物が，労働力に転化するかぎりで，主体として現われる。すなわち，剰

余価値の大きさは，資本自体の大きさによって決定されるのではなくて，その
（注1)

うちの労働力に転化する特別の一部分の大きさによってだけ決定される。した

がって，価値が均衡的に配分されていないのに労働力が均衡的K配分されてい
（注2)

るという乙とはあるはずがない。だが，利潤率均等化法則のもとでは，乙のよ
（注3)

うな本源的な関係は現われないで，むしろ本源的な関係とは全面的に矛盾する
（注、4)

ように見える関係、が現われる。乙こでは，剰余価値は利潤に転形し，そしてこ

の利潤の大きさは資本の内部の構成には全くかかわりがなく，資本自体の大き

さによってだけ決定される。したがって，利潤は，資本自身によって，資本と
ニー＝ム ， 〈注5)

しての性質そのものにもとずいて，生産されたものとして現われる。
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（注1) l剰余価値においては，資本と労働との関係が暴露されている。」 （『資本

論』 Bd.l!I,S.68.岩波文庫版（8)112頁）

（注2）価値的な均衡は，対象的形態で現われた労働の均衡にほかならないのであるか

ら，それは，労働の社会的性格が廃棄されなし、かぎり， 「廃棄される」 （越村信三郎氏

『再生産論』 135頁〉とは言えないのではないだろうか？ なお，本誌12～13頁とその

注2とを参照。

（注3〕 「価値の生産価格への転］［：とともに，価値規定そのものの基礎は自に見えなく

なる。」 （『資本論』， Bd.]I, S.193.岩波文庫版（8)310頁）

（注4）同上， Bd.l!I, S. 235. (8)378 379頁を参照。

（注5）以上の点については，前｝呂拙稿， 19-20頁を参照して頂きたい。

しかし，本源的な価値および価値法HIJが現象しないということ，またはそれ

らとは矛盾するように見える諸関係が現象するという ζ とは，ヱド源、自りな関係自

体がす乙しでも「変更」されたり「廃棄Jされたりしたことを意味しない。諸

現象が本質を隠しているだけではなく，本質をさかさまに表現しているという

ととこそ，資本主義的生産様式のー特質なのである。乙こで本質的関係をさぐ

るためには「抽象力が両方〔顕微鏡と化学試薬一一引用者注〕のかわりをしな

ければならない。」（『資本論』 Bd.I, S.6.岩波文庫版（1)14頁〕 価値法則を「木

源的な形」において見るためには，すなわち，私的諸労働の社会的性格がどのよ

うに貫いているかという乙とを単純な（純粋な〉形で見るためには，マルクスが

したように，諸資本の競争の独自的機能を捨象しなければならない。競争が独自

的に生み出す現象である剰余価値の単なる移転を捨象すれば，すなわち諸剰余

価値はそれらが生産された部門にそのままとどまるものとすれば，諸生産物は

価値どおりに交換されており，本源的な価値が現われる。すなわち，たがいにひ

としい諸価値 I(vトm)=IICをそれぞれもっている生産手段と消費手段とが

両部門の聞で交換され， ζの交換によって諸価値は再生産のための（生産的お

よび個人的消費過程に入るための）素材的諸形態を実現する。社会で生産され

た総剰余価値Im十]Imは消費手段の形態において特定の割合で分配されるの

であるが，総JU余価値が消費手段の形態を実現するのは，たがいにひとしい乙

のような諸価値がそれぞれの素材的諸形態を交換しあうかぎりにおいてであ

る。これは，e 価値の素材的形態転換という形をとった社会的労働の物質代謝で
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（注1〕
ある。商品交換は社会的物質代謝と社会的剰余生産物の一定の割合での分配と

を媒介する。商品交換比，社会的物質代謝を媒介するかぎり，価値どおりに行

われる。異なる諸価値での交換は，一方で生産されそして消費手段の形態を実

現した剰余価値の一部分を他方へ移転するかぎりで行われる。総剰余価値は，
（注2)

この移転によってだけ，生産された時とは異なる割合で分配される。

（注1) 『経済学批判」 S.148.岩波文庫版181頁， および『資本論.］ Bd. I, S.111. 

岩波文庫）:Ji(1)205頁を参照。

（注2）以上の点については前掲拙稿， 16-18瓦を参照して頂きたい。

このように，生産価格の実体は，本源的な価値にほかならないO また，諸資

本自体が生産したものとして現われている利潤の実体は，諸資本にたいしてた

だ分配されたのにすぎない剰余価値にほかならないのである。言いかえれば，

木源的な価値は生産価格の形で実現する。本源的な剰余価値も，平均利潤の形

で実現する。すなわち，剰余価値の一部分は，それが生産された部門とは異な

る部門の資本家にたいして， i皮の部門自身で生産されたという形をとって，実
〔注l〕

現する。生産価格と平均利潤とが， 「無立味で没概念的なー観念にとどまる」

のではなく，実際に物的な力として現われているのは，このように，本源的な

価値（対象化された形態における労働の社会的性格）をその内容とし七いるか
（注2)

らである。すなわち，価値そのものが，すでに，労働の社会的性格の疎外され

物化された形態であるが，生産価格はこの疎外と物化とがいっそうおしすすめ

られた形態にほかならないのである。

（注1) 「資本論』 Bd.J[, S. 18？.岩波文庫版（8)293頁を参照。

（注2) 「もしわれわれが価値決定を基礎としないなちば，平均平lj潤，したがってまた

生産価格は，まったく仮想の，無根拠なものにすぎないだろう。…剰余価値の決定自体

は，価値は労働時聞によって決定されるという乙とからのみでてくる。とのととがなか

ったら，平均利i閣は無の平均であり，たんに頭のなかででっちあげたものにすぎない。

」 （「剰余何値学説史J国民文庫版（2)51-52頁。力点は原文）




